
 

 
戦略４ 
地域のつながりを強化するコミュニティ戦略 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■戦略の概要 

地域活動の主体である地域コミュニティの自主的な活動を支援するとともに、NPOや
ボランティア等の地域活動組織の活動機会や活動の場を創出し、地域活動への積極的参

加を誘導し、地域の絆を強め、地域の自立を図ります。また、地域の自主的な生活を充

実させるために生活支援ビジネスの起業環境整備を図ります。 
 

■戦略を実現するための事業 

⑫生活支援創出事業 〔重点〕 

コミュニティの弱体化が指摘される中、介護、健康づくり、子育て、教育、防犯、環境美化

など、さまざまな生活課題を解決する機能が地域に求められています。他方で、団塊世代が退

職の時期を迎え、多くの町民が企業等で培ったノウハウをもって地域に戻ってきています。そ

ういった方々が、地域の中で、目標や生きがいをもって活躍できるしくみづくりを行うことは、

今後のまちづくりにとって大切なことです。地域の人材のもつ知識や技術が、地域の生活支援

に生かされるよう、情報提供、学習、交流の場を設け、起業のきっかけづくりを行うとともに、

場、資金などの支援の橋渡しとしての相談体制を整え、生活支援事業の創出を促進します。 

 

⑬協働パートナーとの連携推進事業 〔重点〕 

近年、地域活動や社会活動に参加を希望する町民は増えていますが、その機会が限られてい

るのが実情です。NPOも設立されていますが、その数はまだ少なく、資金面等での自立がで
きるまで育っている団体も多くはありません。他方で、現在、栄町では、3小学校区でふれあ
い推進員の方々が組織的に活動されており、子どもたちを対象にしたさまざまな活動が地域ぐ

るみで行われています。小学校区単位で、ふれあい推進員、町からの公職、地区担当職員など

が同じテーブルの上で地域課題を整理し、協働事業の取り組みを進める「みんなで力を合わせ

たまちづくり事業」を展開していきます。 

 

⑭地域コミュニティ支援事業 〔関連〕 

栄町では、良好なコミュニティが形成されてきましたが、近年は組織力の低下が目立ち、自

治会への加入率も減少傾向にあります。他方で、高齢化の進展により、独居高齢者や高齢者世

帯が増えることが予想されることから、今後は地域のつながりや助け合いのネットワークがま

すます求められるところです。そこで、現行のコミュニティ支援制度の見直しを図るとともに、

地区担当職員による住民活動への参加をいっそう進めることで、地域と行政が一体となった、

活力ある地域コミュニティの創出をめざします。 
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 活性化
プロジェクト名 ⑫生活支援創出事業 【重点】 担当課 住民活動推進課

めざす成果

実績値
21年度 22年度 27年度

人 0 0 23

人 15 20

展開シナリオ

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

⑤運営主体設立

主な業務活動 ③金融機関等との調整

④運営主体設立準備

⑤運営主体の設立

項　　目

町民の方々が自らのノウハウを活かした生活関連産業を立上げたり、町内各事業者と連携を図るなど定年退
職後も生き甲斐を持って生活している。

成果目標

成果指標名 単位
目標値

生活支援ビジネスの相談者数
（立上計画・意欲あるが難：115人＊2割）

生活支援サービスの起業者数

スケジュール

①事例等情報の収集および仕組みの検討

②講座の実施・可能性の検討

③金融機関等との調整

④運営主体設立準備

町の特徴を踏まえ、産業や金融、起業関連の情報を分析調査する

生活支援に関する講座を開催し、受講者から起業の意向を確認する

①事例等情報の収集および仕組み
の検討

内　　容

②講座の実施及び実現可能性の検
討

金融機関との調整の他、職員の派遣について協議する

国及び県等の制度を活用した支援を行うため、中間支援機関を立上げる

起業者に対し、支援組織による中間支援を行う

：他の活性化プロジェクトとの連携

事例等の情
報収集・仕
組みの検討 運営主体の

設立
運営主体
の設立準
備

専門家を交え
た実現可能
性の検証

講座の
実施

事業実施

事例等の情
報収集・仕
組みの検討

金融機関等と
の協議

運営主体の
設立

実現可能
性の検討

運営主体
の設立準
備

専門家を交え
た実現可能
性の検証

事業実施

市場調査
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 活性化
プロジェクト名 ⑬協働パートナーとの連携推進事業 【重点】 担当課 住民活動推進課

めざす成果

実績値
21年度 22年度 27年度

立ち上げ数 1 4 6

展開シナリオ

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

　

①協働マニュアルの作成(職員向け)

②推進母体立ち上げ（４学区）

　

②推進母体立上げ（６学区）

地域課題を解決するために、地域住民と行政職員などが一同に会し、役割を意識した中で課題解消に向け協
力し合っている。

成果指標名 単位
目標値

　

成果目標

スケジュール

①協働マニュアルの作成(職員向け)

③小学校区単位での協働推進

６小学校区協働事業立ち上げ数

③小学校単位での協働推進

②推進母体立ち上げ

地区担当職員が小学校区の事業に参加していく上で、協働に対する共通
認識を持つ

小学校区ごとに(仮)まちづくり協議会等の推進母体を順次立ち上げ、合わ
せて町全体の連絡会を設置する

｢みんなで力を合わせたまちづくり事業」を中心に、地区担当職員が積極
的に参加していく

　

主な業務活動

項　　目 内　　容

協働マニュア
ルの作成

地区担当職
員に研修

ＮＰＯ等の団体
や民間企業の
役割分担｢みんなで力を合

わせたまちづくり
事業」

小学校区
(仮)地域ま
ちづくり協
議会
・活性化事
業の検証

・ふれあい推
進員
・町からの公職

事業の
取組

申請 交付

・個々の地域活動
・団体の活動

資機材の貸付

地域まちづくり連絡会

情報の共有・課題整理

：他の活性化プロジェクトとの連携：他の活性化プロジェクトとの連携

コミュニティ支援制
度の活用
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活性化

プロジェクト名 ⑭地域コミュニティ支援事業 【関連】 担当課 住民活動推進課

めざす成果

実績値
21年度 22年度 27年度

事業 3 4 10

    

    

展開シナリオ

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

②資機材貸し出
し

③職員地域活動

④公募制補助金

①制度見直し及び充実

自治組織が事業を行う上で必要な貸出資機材を充実させる

地区で行なう活動に職員が積極的に参加する

自治組織が行なうコミュニティ活性化事業に補助金を交付する

地域コミュニティの活性化のために、町の支援制度（助成制度・資機材貸出制度・地区担当職員制度等)が有効
に活用され、お隣同士のお付き合いが良好に保たれている。

目標値

項　　目

成果目標

スケジュール

 

成果指標名 単位

内　　容

主な業務活動

②資機材貸し出し

③職員地域活動

④補助金等交付

①制度見直し及び充実 行政側の役割として、各制度の見直しと充実を図る

コミュニティ事業数

補助金制度の
見直し及び採
択基準の作成

自治組織と
して制度を
有効に活用

・自治組織とし
て特色あるコ
ミュニティ事業
の展開
・年３回程度、
ごみゼロ、草
ゼロ等の環境
美化の実施

地区住民
が積極的
に参加

地区担当
職員の参
加

地区担当職員
制度の充実

見守り・助け
合い

住環境の保全

自治会加入
率の向上

地域課題の解
決

地域で行なう環境
美化活動に職員も
参加する

：他の活性化プロジェクトとの連携：他の活性化プロジェクトとの連携

貸出し機材
の充実


